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○南箕輪村地域活動支援事業補助金交付要綱 

平成20年３月３日 

告示第10号 

南箕輪村地域活動支援事業補助金交付要綱を次のように定め、平成20年４月１日か

ら施行する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、第５次南箕輪村総合計画の将来像である「いつまでもあふれる

緑笑い声～みんなの笑顔、かがやく自然、安全・安心の村南箕輪～」の実現に向け

て、地域の主体的な活動を推進するため、自主的かつ主体的な地域づくり活動に対

して、予算の範囲内において、南箕輪村地域活動支援事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付に関し、南箕輪村補助金等交付規則（昭

和59年南箕輪村規則第２号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象団体） 

第２条 補助の対象となる団体（以下「補助対象団体」という。）は、継続的に活動

を行っている、又は行う意思があると認められる地域づくり活動を行う団体である

こととする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号に該当する団体は、補助対象としない。 

(1) 宗教活動や政治活動を目的とした団体 

(2) 営利を目的とした団体 

(3) その他村長が適当でないと認めた団体 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲

げるものとする。 

(1) 協働によるむらづくり事業 

ア 公共の利益の増進に寄与することを目的とする非営利な事業であって、村と

協働で取り組むことによって、地域課題の解決及び地域の魅力を高めることが

期待できる事業 

イ その他村長が協働のむらづくり活動を促進するために適当と認めた事業 

(2) 地域コミュニティ活性化事業 

ア 村民が自主的かつ主体的に実施する地域コミュニティの活性化が期待でき

る地域活動事業 

イ その他村長が認めた事業 

２ 前項の規定にかかわらず、他の制度により本村の補助等を受けている事業は、補

助対象事業としない。 

（補助対象経費） 

第４条 前条の規定において、次の各号に掲げる経費は、補助の対象としない。 

(1) 団体の施設等の維持管理に係る経費 

(2) 団体の構成員に対する人件費、謝礼又は慰労会の経費 

(3) その他補助対象とすることが適当でないと判断される経費 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表のとおりとする。 

（補助金交付申請書の提出） 
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第６条 補助対象事業を実施しようとする補助対象団体は、村長が別に定める期間内

に関係書類を添えて南箕輪村地域活動支援事業補助金交付申請書（様式第１号）を

村長に提出しなければならない。 

（補助金の交付の決定） 

第７条 村長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたとき

は、南箕輪村地域活動支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により補助対

象団体に通知するものとする。 

（補助事業内容の変更等） 

第８条 前条の規定により交付決定を受けた補助対象団体は、補助対象事業の内容の

変更等をしようとするときは、あらかじめ、次の各号に掲げる区分に応じ、書類を

提出して行うものとする。 

(1) 補助事業の内容を変更しようとするときは、南箕輪村地域活動支援事業変更

承認申請書（様式第３号） 

(2) 補助事業を中止しようとするときは、南箕輪村地域活動支援事業中止承認申

請書（様式第４号） 

（実績報告） 

第９条 補助対象団体は、補助対象事業が完了したときは、速やかに南箕輪村地域活

動支援事業実績報告書（様式第５号）を村長に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第10条 村長は、前条の実績報告の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と

認めるときは、補助金額を確定し、交付するものとする。 

（補助金の概算払） 

第11条 村長は、補助金交付の目的を達成するため、特に必要があると認めたときは、

補助金の交付決定額の範囲内で概算払により補助金を交付することができる。 

２ 補助対象団体は、前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、南

箕輪村地域活動支援事業補助金概算払請求書（様式第６号）を村長に提出しなけれ

ばならない。 

（補助金の返還） 

第12条 村長は、補助金が目的外に使用したと認められるときは、当該補助金の一部

又は全部を返還させることができる。 

（補則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、村長が別に定める。 

別表（第５条関係） 

事業名 補助金額 

協働のむらづくり事業 団体の運営状況等を勘案し、予算の範囲内で別に

定める。 

地域コミュニティ活性化事業 補助対象経費の額の10分の10以内とし、30万円を

限度とする。ただし、２年目以降の補助金の額は、

補助対象経費の額の３分の２以内とし、20万円を限

度とする。また、この要綱に基づく補助は３年を限

度とする。 

備考 補助金の額は、1,000円を単位とし、端数は切り捨てる。 
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様式第１号（第６条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第８条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第９条関係） 

様式第６号（第11条関係） 

 


